
(別紙様式1)

平成28年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都　道　府　県　名:　　岩手県

農業委員会名:遠野市農業委員会

I　農業委員会の状況(平成28年3月31日現在)

1農家,農地等の概要

農家数(戸) 

総農家数 �2,869 

自給的農家数 �882 

販売農家数 �1,987 

主薬農家数 �3C��

準主菜農家数 鼎迭�

副業的農家数 亦ﾃ�C2�

※　農林業センサスに基づいて記入｡

農業者数(人) 

農業就業者数 途ﾃcs��

ー女性 �2ﾃ��b�

ー40代以下 ��ﾃ#ッ�

※　農林業センサスに基づい

て記入｡

経営数(経営) 

認定農業者 �3SB�

基本麓想水準到達者 ��#��

認定新規就農者 釘�

農業参入法人 ����

集落営農経営 ����

ー特定農業団体 ���

ー集落常態巳織 ����

臆■ �62�高星∃重畳重量重畳 劔単位:ha 計 
畑 儿�,ｩJ��樹園地 冏���J��

耕地面積 �2ﾃ鼎�����3,180.00 辻� ��7,120_00 

経営耕地面積 �"ﾃ#�2��R�1,366.47 鼎3R紊��36.23 塔釘縱R�3,569.52 

遊休農地面積 ��"紊��12.16 免ﾂ纉b�0.20 ������24.64 

農地台帳面積 �2ﾃ�#�繝b�2,994.10 �"ﾃ�#"��B�90.04 塔�纉"�6,814.96 

※1耕地面積は､耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※2経営耕地面積は､農林業センサスに基づいて記入
※3遊休農地面積は､農地法第30条第1項の規定による農地の利用状況調査により把握した第32条第1項
第1号又は第2号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

2　農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会 任期満了年月日　　H　30　年　3月　1日

選拳委員 剔I任委員 劔俘xﾇb�

定教 們��B�農協推薦 仄Hﾜ�ｾ嶬�土地改良娠廊 亳8檠�H邊�計 

農業委員数 �24 �#B�1 ���1 釘�7 �3��

認定農業者 辻� �� �� �� 

女性 辻�1 �� ��3 �2�4 

40代以下 辻� �� �� �� 

新制度に基づく農業委員会

農業委員 

定数 們��B�

農業委員数 � ��

認定農業者 �� 

女性 �� 

40代以下 �� 

中立委員 �� 

任期満了年月日　　H　　　年　　月　　日

農地利用最適化推進委員

*現在の体制を記載することとし､旧･新いずれかの記載事項は削除



Ⅱ　担い手への農地の利用集積,集約化

1現状及び課題

現状 (平成28年3月舞狂) 豫y>�,ﾉE�&駘ｩ���これまでの集積面積t集稿率 
7,120.00ha �"ﾃsc偵#����38〃90% 

課題 僞�h,ﾈﾘ)~陋ｸ.(ﾎ8ﾇ��)W9�ｸ,�.h.�&闔h,ﾉE�h/�%8*H.�,ﾈ*ｨﾋ淫ﾘ+X,H*�.蟹&霎b�の状況に合わせた利用集積を図る必要がある○ 

※1管内の農地面積は､耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入

※2これまでの集積面積は､把握時点において担い手(認定農業者及び農業委員会法施行規則第10条で
定める者) -利用集積されている農地の総面積を記入

2　平成28年度の目標及び活動計画

目標 偖y��ｩ���ﾃcc�經���*H+��hｴｸ�ｧｩlｩ���cf����目標設定の考え方:農業経営基盤強化の促進に関する基本麓憩に基づき農地の 
65%(4,429ha)を達成するため､今年度は1,660haの10%にあたる166haを目標と 

するo 

活動計画 �&闔iE�h7ﾘ5�5��ｸ7h8�98,ﾉ&闔h,ﾉ(i�8,h,�.佝�9�ﾂﾙE�&�(hｭHｬyyﾘｴ�ｿ�*ｨﾗ2�う､農地の貸し借りの業務を､市と農業委員会が連携して農家訪問を実施するな 
ど､面的集頼-つなげる効率的再配分計画作成に参画する○ 

※ 1集積百積は､当該年度末時点で担い手-利用集積されている農地の総面積を記入

※2新規集積面積は､集積面積のうち1年間に新現象積面積(非担い手が自作又は利用していた農地
のうち､担い手に対して権利の設定･移転させた農地)をどの程度増加させるかを記入

※3活動計画は､目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

Ⅲ　新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

1現状及び課題

新税参入の状況 兌ﾙ�ﾃ#YD�7��hｴｸ��?ﾈ�)�B�平成26年度新規参入者数 兌ﾙ�ﾃ#yD�7��hｴｸ��?ﾈ�)�B�

4経営体 �8ﾆ�9�ﾂ�4経営体 

25年度新規参入者 �#iD�7��I�X��?ﾈ�"�27年度新規参入者 

が取得した農地面積 �*ｨ靖;�+X+ﾙE�&駘ｩ���が取得した農地面積 

5,46ha 尾���Oha 

課題 ��hｴｸ��?ﾈ�(,ﾚH��ﾇﾈ.)'ｸ蝌*ｩ�ﾘ*ﾘ,�,�,H*(.��ｸ6ｨ�ｸ5�,��陌�+x.�+ﾘ-ⅹE�&隴b�
連法令､制度導の専門的知識が必要となっている. 

※ 1薪窺参入者数は､過去3年の農地の権利移動を伴う各年度ごとの新たな新規参入数
を記入し､法人雇用や親元就農は含まない(欄の最も右が昨年度)

※2薪親参入者が取得した農地面積は､上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

2　平成28年度の目標及び活動計画

※1目標は､ 1年間に新たに参入させる霜｢規参入有数及び参入目標面積を証人

※2活動計画は､目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ⅳ　遊休農地に関する措置

1現状及び課題 現状 (平成28年3月現在) 豫y>�,ﾉE�&駘ｩ�����ｹuhｷ右�&駘ｩ��"��ｸｨHﾘr�.r��������

7,144.6ha �#B綰���0.34% 

課題 ※1管内の農地面積 ��(��,ﾘﾚ)>�,�&闔h,�*�.�,X*�.芥ﾚ�ﾎ8,ﾈ����,�.h,�,H,ﾓｨﾍ�ﾏｸ.�ﾖﾈ*h.x.ｨ.停�,ﾚHﾖｹ&霍�-�ﾞﾉWIlｩ��9ﾘﾇh,�*�*�.俟ｹ&駘ｩ��,iE�&馘��c3����c�ﾘ�,ﾈｴｹ.�,�.h.僞��

利用状況調査により把遷した同法第32条第1項第1号の遊休農地の合計面積を記入
※2遊休農地面積は､農地法第30条第1項の規定による農壇の利用状況調査により把握した第32条第1項第1号
又は第2号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

2平成28年度の目 目標 剳W及び活動計画 遊休農地の解消面積10ha 

目標設定の考え方:遊休農地の大半は､耕作条件が悪く耕作再開が困難なことか 
ら､当否比較的平場を優先して遊休農地を解消するo 

港 動 計 画 僞�&�,ﾉy駅��8ｻR�+(ﾛ��調査員数(実数)ー調査実施時期ー調査結果取りまとめ時期 

31人17月～8月ー9月-Io月 

調査方法 僞�h効住Hｭhﾅxｴ�ｭh,�.h.�+)M鵜x/�ｩ��ﾈ+ZI���,�+(ﾛ�+X+ﾙE�&�/��8,H鶻�
認するほか､傍内全域の農地についてフォロー調蛮し､新たに発生している 
遊休農地を目視等により確認し､現況写真を撮影するとともに調査票に記載 
する. 

農地の利用意向 調査 們�邵鳧ｯｦ�+(ﾛ以ｸ惠竧.�-ﾈ,h-�隸ｦ��
11月11月～2月I 

その他 ��

※1遊休農地の解消面禾削ま､当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入 
※2遊休農地の解消面翻ま､市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には､当該市町村等
の目標を記入しても差し支えない
※3 ｢その他｣欄には､利用状況調査･意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ⅴ　違反転用への適正な対応

1現状及び課題

現状 (平成28年3月諒在) 豫y>�,ﾉE�&駘ｩ�����ｸ��Kﾙ:�ﾋIlｩ��.r��
7,120.00ha 尾���

課題 �7冦慰磯h,ﾉ�ﾘ��*�.xﾉｩ�ﾘﾋｸ�ｨ,ﾉJﾙ�hﾝ�,�.h.��x.�7唏ﾔ磯iw�;刋�,ﾉk9&i5ﾙw��の防止に注視する必要がある○ 

※　管内の農地面積は､耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※違反転用面積は､把握時点において管内で農地法第4条第1項又は第5条第1項の規定等に逮反して
転用されている農地の総面積を記入

2平成28年度の活動計画

農業委員会だより等により､転用手続きの周知を図るとともに､違反転用の防止
を呼びかける｡ 7月から8月に実施する農地パトロール強化月間を継続する｡

※活動計画は､違反転用の解消や早期発見･未然防止のために何月に何を行うのか等詳細
かつ具体的に記入


